








これらは必ずしも下から順に実施を検討するものではない
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NDB第三者提供申出と承諾件数

※ 408件の申出に対し、345件を承諾（2020年12月末時点）

1

○ NDBは2009年に稼働開始以降、医療費適正化目的（本来目的）に利用されている。
○ 2011年からは有識者会議の審査を経て、第三者の研究者等への提供が開始された。
○ 2020年10月の法改正により、民間事業者を含めた幅広い主体への提供が可能となった
○ 第三者申出件数は、これまで累計で408件あり、345件承諾されている。申出数は年々増
加し、2018年度以降は年間50件を超えている。

○ 加えて、本来目的の抽出作業が直近２年間で２倍以上になっている。
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ハッシュ値1及びハッシュ値2から、5種類のIDが作成されNDBに格納されています。（2022年3月時点）

Ⅳ 匿名レセプト情報等の提供形式についてⅣ 匿名レセプト情報等の提供形式について
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★上記のほか、医療情報システムの標準化、ＡＰＩ活用のための環境整備といったデータヘルス改革の基盤となる取組も着実に実施。電
子カルテの情報等上記以外の医療情報についても、引き続き検討。
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医療機関・薬局 自治体 介護事業者等

医療保険者 医療機関・薬局 自治体 介護事業者等

PHR事業者

研究開発等にも利用

第１回「医療DX令和ビジョン2030」厚生労働省推進

チーム（令和４年９月22日）資料１を一部改変

4
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既に情報共有が可能である主体

今後情報共有が可能となる主体
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医療DXも踏まえた電子カルテ情報を共有できる仕組みの実装方法（ イメージ）

第５回医療情報ネットワークの基盤に関するWG
（令和４年11月28日）資料１－１ 一部改変



文書情報・６情報の発生、受領・閲覧タイミング、及び情報の性質を踏まえ、患者への文書情報の発行の伝達方法や、

電子カルテ情報交換サービス（仮称）及びオンライン資格確認等システムへの保存期間を整理した。

電子カルテ情報
交換サービス（仮称）

オンライン資格確認等システム

６情報の連携

紹介先医療機関等

本人確認／同意

マイナンバー
カード患者

自宅等

・閲覧文書情報・６情報の発生 文書情報・６情報の登録・保存 文書情報・６情報の受領

紹介元医療機関等

文書情報DB

電子カルテ情報（６情報）DB

患者 医師 電子カルテ

医療機関等

６情報の閲覧

電子カルテ医師

その他医療機関等

患者 医師

全国の医療機関等

本人確認／同意

マイナンバー
カード６情報の閲覧 患者

医師電子カルテ

カード マイナポータル患者
マイナンバー

【患者への文書情報の登
録状況等の伝達方法】

診療情報提供書が後日

発行されるケースも考
慮し、マイナポータル
を用いて患者への伝達
を可能とするよう検討
を進める

紹介先医療機関等が
受領した後に消去

【文書情報の発行 (登録)形態】
本サービスを導入する医療機関同士
の電子的なやりとりを想定している。
ただし、マイナンバーカードを保有

していない患者や情報登録に関する
同意を拒否した患者の場合、宛先を
指定しない(算定に用いない等)診療
情報提供書を作成したい場合又は紹
介先医療機関等が電子カルテ情報交
換サービス（仮称）に参加していな
い場合に限り、紙の文書で発行する。

※紙の文書発行時は本サービスへ文書情報
の登録は行わない想定。

文書情報の登録

６情報の登録
文書情報の受領

受領不可電子カルテ

基盤WGで整理
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資料７（経済産業大臣提出資料）



取扱い情報 個人による閲覧（PHR) 情報の利活用

個人及びその家族等

自治体
中間サーバー

検討中

クリニック病院

サービス提供

個人の同意

健康増進 サ
ービス提供
事業者

自治体・民間PHR事業者
など

A B

閲覧

ダウン
ロード

支払基金
サーバー

検討中

健
康
情
報

医
療
情
報

区分 情報の種別 情報発生源

•保険者

•医療機関
・検体検査(一部)
•薬剤アレルギー歴
•その他、電子カルテ内
の情報

・薬剤情報

•学校
•事業主

•自治体

等 •保険者

•学校健診
•事業主健診
・予防接種歴
・乳幼児健診
・妊婦健診
・がん検診・
・骨粗しょう症検診
・歯周疾患検診、
・肝炎ウイルス検診

・特定健診等

マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
や

そ
の
他

の
仕
組
み

API連携

ウェアラブルデバイス
など

医療従事者等
医師

保健師、
その他医療従事者 研究者

医療従事者等 と相談しながら、
自身の健康 増進等に活用

個人の
同意

医療従事者等
による閲覧･連携

情報の長期的な外部保存・管理や
個人のニーズに応じた表示方法による閲覧等

※ 民間事業者に必要な要件（運用ルール、
セキュリティなど）については整理

情報の流れ



高速処理（Big Data） ＋ AI

IoT

Society 5.0
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行動変容等の自
己管理をサポート

記録・閲覧 運動不
足の改
善

食生活
の改善

ユースケース① 日常における利活用

医療従事者等と相談しつつ、
自身の健康増進等に活用

ユースケース② 医療機関等受診時における利活用

公的な医療・健康情報
（健診・レセプト・電子カルテ等）
⇒  2020年～:乳幼児健診、

2021年～:特定健診、レセプト（薬剤）、
2022年～:がん検診など、順次提供開始。

全国医療情報プラットフォームにより、
医療機関等が保有する公的な医療・健康情報を活用

民間事業者の情報
（ライフログ）

⇒ 歩数、脈拍、
睡眠、食事 など

【参考】 民間事業者団体（PHRサービス事業協会（仮称））の動き
• 本年６月に、関連企業トップ※による団体設立宣言を実施。来年度早期の設立を目指す。
• PHRの推進に向けて、他の関連団体とも連携しつつデータの標準化、サービス品質の担保の検討を推進。

※ 団体の設立宣言イベント参加企業15社
株式会社Welby、エーザイ株式会社、株式会社エムティーアイ、オムロン株式会社、KDDI株式会社、塩野義製薬株式会社、
シミックホールディングス株式会社、住友生命保険相互会社、ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社、TIS株式会社、
テルモ株式会社、日本電信電話株式会社、株式会社FiNC Technologies、富士通株式会社、株式会社MICIN

• 11月11日、対外的に検討状況について情報発信のための説明会を開催（118社、281名参加）。
• 11月15日、HP開設（https://phr-s.org/ ）。今後順次内容拡充予定。

PHR
事業者

厚労・総務・経産で、
事業者が遵守すべき
基本的指針を策定。
（令和３年４月）

<診療でPHRを活用できるよう、医療DXを推進＞

課題①ユースケースの創出

・・・

課題②ポータビリティ等に向けた標準化等の議論

資料６（経済産業省提出資料）

民間ＰＨＲ事業者により、
ライフログと組み合わせたサービスを提供




















